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2024/12/31 2025/1/31 2025/1/31
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 39,894.54 39,572.49 39,572.49 42,426.77 2024/7/11 24,681.74 2022/3/9
NYダウ ﾄﾞﾙ 42,544.22 44,544.66 44,544.66 45,073.63 2024/12/4 28,660.94 2022/10/13
円/ﾄﾞﾙ 円 157.20 155.19 155.19 161.95 2024/7/3 114.16 2022/2/2

　

　　　　　　　　　

 

単位
過去3年高値 過去3年安値

今週の日本株市場は、米関税政策を巡る不透明感が下押しするも、堅調な米経済や企業決算が支えとなり底堅く推移するとみます。

週末に、トランプ米大統領は、カナダ、メキシコ、中国からの輸入品に対する関税引き上げに関する大統領令に署名しました。これ

に対して、カナダのトルドー首相は報復関税を発表、メキシコのシェインバウム大統領も関税引き上げなどの措置をとる方針を示し

ています。これらは事前にある程度想定された状況ながら本日（2/3）の日本株市場は下落して始まっています。貿易関税引き上げ

などの影響が米国と世界の景気・物価に与える影響は不透明な中、しばらくは株式等リスク資産の下押し材料に働くとみます。一方

で今週は米国でISM製造業（3日）/非製造業（5日）景況指数や雇用関連指標などの重要指標の発表が相次ぎますが、これらにおい

て足元までの米景気の堅調さが確認されれば一定の安心材料となるとみます。また、本格化する国内企業の10-12月期決算は足元

まで為替が円安気味で推移していたことから、輸出企業中心に小幅な増益が見込まれ、これら業績に対する安心感も株価を支えると

みます。なお、各企業の決算発表時に示されるであろう米関税引き上げの影響などには注目しています。その他の注目材料として、

日本では3日の日銀金融政策決定会合における主な意見、5日の毎月勤労統計、米国では4日のJOLTS求人数、欧州では3日のユー

ロ圏CPI、ドイツでは7日の鉱工業生産、中国では３日の財新製造業PMIなどが挙げられます。
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～ 米関税政策を巡る不透明感が下押しするも、堅調な米経済や企業決算が支えとな

り底堅く推移 ～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するものではあり

ません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過去の実績

であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定はお客様ご自身

の判断でなさるようにお願いいたします。
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＜日本株（日経平均）＞ ＜米国株（NYダウ）＞ ＜円/ドル＞

１．日米株式と円／ドルの推移

（注）チャートは過去1年

週刊日本株レポート （2/3～2/7）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

商号等 ：朝日ライフ アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

先週の日本株市場は、日経平均が▲359.49円（▲0.90％）、TOPIXが+37.62ポイント（+1.37％）となり、日経平均は米ハイ

テク株安の影響を受け下落した一方、TOPIXは国内企業の好決算銘柄が買われて上昇しました。業種別でみると、証券・商品先物

取引業、銀行業、不動産業などの26業種が上昇した一方、非鉄金属、精密機器、化学などの7業種が下落しました。

27日は、先々週末に米半導体関連株が下落したことを背景に、国内も半導体関連株中心に下落したものの、24日の日銀金融政策

決定会合の結果を受けて当面の金融政策に対する不透明感が解消したことなどが下支えとなり、小幅上昇しました。28日も、前日

にSOX（フィラデルフィア半導体株）指数が下落したことなどから半導体関連株中心に下落したものの、翌29日は米ハイテク株が

上昇したことに連れて反発しました。30日から31日にかけては、翌月1日からトランプ米大統領がメキシコやカナダに対して

25%の関税をかけると表明したことに対する警戒感が上値抑制に働いたものの、国内で決算発表が本格化する中で好業績銘柄へ買

いが集まったことや、中国の新興AI企業ディープシークの台頭によるAI (人工知能)を巡る米中対立への警戒感が低下したことなど

から、3日連続の上昇となりました。

２．日本株市場 先週の振り返り ～ 日経平均は米ハイテク株安の影響を受け下落した一方、

TOPIXは国内企業の好決算銘柄が買われて上昇 ～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ 米関税政策を巡る不透明感が下押しするも、堅調な米経済や企業決算が支

えとなり底堅く推移 ～

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

日程 曜日 国・地域 項目 期間 前回

日本 日銀金融政策決定会合における主な意見（1月23･24日分）
中国 財新製造業PMI（購買担当者景気指数） 1月 50.5
欧州 ユーロ圏CPI（消費者物価指数）（除食品・エネルギー・たばこ/前年比） 1月 +2.7%
米国 ISM製造業景況指数 1月 49.2

2月4日 Tue 米国 JOLTS求人数 12月 809.8万人
日本 毎月勤労統計-現金給与総額(前年比) 12月 +3.9%
中国 財新サービス業PMI 1月 52.2

貿易収支 12月 ▲782億ドル
ISM非製造業景況指数 1月 54.0
ADP雇用統計 1月 12.2万人

2月6日 Thu 欧州 ユーロ圏小売売上高（前月比） 12月 +0.1%
景気一致指数 12月 115.4
景気先行CI指数 12月 107.5

ドイツ 鉱工業生産（前月比） 12月 +1.5%
米国 非農業部門雇用者数変化 1月 25.6万人

国内 決算発表　：

海外 決算発表　：

2/3 NXPｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰｽﾞ 2/4 BNPﾊﾟﾘﾊﾞ､ﾒﾙｸ､UBSｸﾞﾙｰﾌﾟ､ﾍﾟｲﾊﾟﾙ､ﾍﾟﾌﾟｼｺ､ﾌｧｲｻﾞｰ､ｱﾎﾟﾛ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ､ｽﾎﾟ
ﾃｨﾌｧｲ､ﾌｪﾗｰﾘ､KKR&Co.､ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾏｲｸﾛ･ﾃﾞﾊﾞｲｾｽﾞ､ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ､EA､ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ 2/5 ﾉﾎﾞ･ﾉﾙﾃﾞｨｽｸ､ｸﾚﾃﾞｨ･ｱｸﾞﾘｺ
ﾙ､ｳｫﾙﾄ･ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ､ｳｰﾊﾞｰ､ｱﾌﾗｯｸ､ﾒｯﾄﾗｲﾌ､ｱｰﾑ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､ﾏｲｸﾛｽﾄﾗﾃｼﾞｰ､ｸｱﾙｺﾑ､ﾌｫｰﾄﾞ 2/6 ｱｽﾄﾗ
ｾﾞﾈｶ､INGｸﾞﾙｰﾌﾟ､ﾌｨﾘｯﾌﾟ･ﾓﾘｽ､ｲｰﾗｲﾘﾘｰ､ﾛﾚｱﾙ､ｱﾏｿﾞﾝ､ﾏｲｸﾛﾁｯﾌﾟ

2/3 小野薬､HOYA､大ｶﾞｽ､中部電力､京ｾﾗ､東海旅客鉄道､JR東日本､大塚商会､村田製､みずほFG､味の素､
ANA 2/4 三井物産､住友商､住友電工､横河電､阪急阪神H､三越伊勢丹､MUFG､任天堂､川崎船､ｱｽﾃﾗ薬､ﾊﾟﾅｿ
ﾆｯｸ､三菱電､TIS､三菱重 2/5 旭化成､日本酸素H､ﾀﾞｲｷﾝ工､ｷｯｺﾏﾝ､野村HD､ﾐﾈﾍﾞｱ､KDDI､ﾊﾞﾝﾅﾑH､ﾄﾖﾀ､島津
製､日清食品H､ふくおかF､丸紅､郵船 2/6 伊藤忠､富士ﾌｲﾙﾑ､三菱商事､ｽｽﾞｷ､花王､住友不動産､日本製鉄､
LINEﾔﾌｰ､東ｴﾚｸ､三菱ｹﾐG､JFEHD､東京ﾒﾄﾛ 2/7 AGC､ｽﾊﾞﾙ､NTT､三井不､千葉銀行､三菱地所､SBI､ｴｰｻﾞｲ､
川崎重､IHI､SGHLD､大成建設
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